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In this study, we did dynamic response analysis by enter simulated seismic wave, that was assumed the Nankai 
Trough earthquake, to the Three Dimensional Model and Condensed Horizontal Stiffness one. And we do not 
discuss practicality of microtremor observation. The purpose is establishment of simple and high precision 
analysis method by data of drawings and surveying on the presupposition that response magnification and natural 
period by observation is highly practical. 
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１． はじめに 
本研究では，立体骨組モデルと集約型層剪断系モデル
に，エルセントロ地震波を入力することで動的応答解析
を行った．この研究は常時微動観測の実用性について議
論するものではなく，観測によって得られた対象建物の
応答倍率や固有周期は実用性が高いと想定のもと，図面
や測量から得られるデータと併用することによって，精
度の高い耐震診断が可能な簡易解析手法の確立を目的と
した研究である． 
 
２． 動的耐震検討のための常時微動観測 
本研究では川越市立高階中学校を対象として常時微動
観測を行った． 
（１）常時微動観測対象建物 
埼玉県川越市所在の，川越市立高階中学校内にある教
室棟のひとつであり，鉄筋コンクリート造地上４階建て
の学校建築である．1970 年の竣工から約 45 年が経過し
ているが，2002 年には改修工事を行い，2 階・3 階の一
部にブレースの増設がしてある．構造体としては，1 階
から 4 階までほぼ同寸法の柱が連続しており、比較的単
純な構造と言えるだろう． 
X 方向 Y 方向ともに 5.0Hz付近において 1 次ピークが
見られた．これにより観測固有周期は 0.2s 程度になると
考えられる．また,建物高さが 15.35m であるので，建物
高さから算出する固有周期 0.02×15.35m=0.307s と算
出できる．対象建物は中学校の教室棟であることから推
測するに一般的な建築物と比較し強固に建造されている
とすると，比較的良好な観測結果が得られたのではない
かと考察できる． 
 
 
図１ 対象建物外観 
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以下に観測点と観測パターンを示す． 
 
図２ 観測点 
 
表１ 観測パターン 
Patarn1 FF   1F 
Patarn2 1F   2F 
Patarn3 2F   3F 
Patarn4 3F   4F 
Patarn5 FF   4F 
 
３． 実在建物の動的耐震検討用モデル 
（１）平面骨組 
部材端の塑性状態を材端回転ばねによって表現した平
面骨組解析法を示す．立体骨組では水平面を x y  面，
鉛直方向を z 軸とし，x y z  の順で各軸が右手系とな
る座標空間を考える．平面骨組では，水平方向を x 軸，
鉛直方向を y 軸とし，同じく x y z  なる順で各軸が右
手系をなす座標平面を考える．これは，立体骨組の水平
面を平面骨組の鉛直面として利用することを意味する．
従って，平面骨組の定式化はそのまま立体骨組の水平面
の定式化に転用することができる． 
部材座標系における要素剛性マトリクス： 
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左右端の剛域幅： L ， R  
全体座標系における要素剛性マトリクス： 
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（２）立体骨組 
平面骨組での回転角と曲げモーメントの正負を逆にす
るだけで縦方向変形の定式化を得ることができる． 
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マトリクスの成分は式(2)から式(15)の各式と同じである． 
立体骨組では直交方向に接続する部材の曲げによって
捩り変形が発生する．これを次に定式化する． 
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,L R ：捩れ角， ,L RT ：捩りモーメント， K ：捩り定数 
式(1)，式(17)，式(18)を重ね合わせて立体骨組の要素剛
性方程式は以下のようになる． 
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座標変換マトリクス [ ]T は以下のように定める． 
 
0
0
0
[ ][ ]
[ ] , [ ] , [ ]
[ ][ ]
x x x
y y y
z z z
m n
T m n
m n
 
                   
   (26) 
 
（３）層崩壊型剪断質点系モデルの剛性算出 
本研究において，地盤に接している柱や側柱など，階
層ごとに条件の異なっている柱の剛性の差を比によって
出すために，D 値法を使用した. 柱剛性は以下の式で算
出する． 
 
3
12
[kN/cm]
EI
k a
H
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ここに， H ：柱の高さ 
3 22.27 10 [kN/cm ]E   ：ヤング率 
3 412[cm ]I bD ：柱断面二次モーメント 
a ：D 値法に基づいた補正係数 
次に壁剛性は以下の式で算出する． 
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G tL
k
H
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ここに， 4 20.9445 10 [N ]G mm  ：剪断弾性係数 
[ ]t mm ：壁厚， [ ]L mm ：壁の長さ， [ ]H mm ：壁の高さ 
 
表２ 各階の集約型層剛性 
階層 剛性[N/m] 
4 層 91.16×10  
3 層 91.18×10  
2 層 91.29 10  
1 層 92.29 10  
 
（４）建物の質量算定 
 建物の同定問題を研究するにあたり，高階中学校 B 棟
の質量を測量した． 
 
表３ 各階の質量 
躯体質量 質量[t] 
4 階 146.61 
3 階 241.48 
2 階 240.44 
1 階 249.76 
合計  878.30 
 
４． 動的応答解析 
（１）増分型 Runge-Kutta 法 
本研究では，増分型 Runge-Kutta 法にトリリニア型の履
歴特性を付与した動的応答解析を行った． 
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節点力と層せん断力の関係は， 
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（２）履歴特性 
本研究において，鉄筋コンクリートの材料特性を表現
するためにトリリニアモデルを使用した．履歴特性・計
算手法及び，各種係数等の情報を以下に示す． 
 
 
図４ トリリニアの骨格曲線と履歴曲線 
 
a）トリリニア 
骨格曲線が弾性を表す第 1 勾配，クラック発生後の第
2 勾配，および降伏後の第 3 勾配となる． 
b）バイリニア領域 
移動点は上下に平行する 2 本の第 3 勾配線に挟まれた
領域から出ることはできない.第 2 勾配または第 3 勾配上
の分岐点から分岐線が発生する.平行する他の勾配線上
で再度分岐が生じると，この点を偶点とし，しかも平行
する上下勾配線に内接する平行四辺形の領域が生まれ
る. 
c）勾配上の移動 
・第 1 勾配上は正負両方向移動可. 
・第 2，第 3 勾配上は正または負方向のみ移動可 
載荷時正方向，除荷時負方向. 
d）分岐後の移動 
1．骨格曲線の第 2(3)勾配上で分岐が生じると，移動点
は第 1 勾配で始まる分岐線に移動する. 
2．平行するもう一方の勾配線上で再分岐が生じた場合，
発生するバイリニア領域が移動領域となる. 
3．移動点がバイリニア領域の右上端または左下端の隅
点を超える瞬間，バイリニア領域から骨格曲線の第
2(3)勾配線上に脱出することができる. 
（３）弾塑性解析に必要な情報 
弾塑性解析を行う上で必要な情報を以下に示す． 
a）柱 
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c）耐震壁 
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d）層集約型せん断質点系 
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５． 実建物に対する動的耐震検討 
（１）検討用地震波入力 
本研究では，時刻歴応答解析を行うにあたり地震波と
してエルセントロ(El Centro)を用いた．解析時間は 50(秒)，
地震波の入力は 0～30(秒)で解析を行った．エルセントロ
地震波および入力地震波を図５に示す． 
 
 
 
図５ 入力地震加速度 
（２）解析結果 
動的解析によって得られた結果により作成した層間変
位-剪断力グラフを以下に記す．ただし, 層間変位-剪断力
グラフ(青い線)は縦軸が剪断力[kN]，横軸が層間変位
[cm]・節点変位-モーメントグラフ(赤い線)は縦軸がモー
メント[kN･m]，横軸が層間変位[cm]．図６は階層ごと．
図７から図１７は部材ごとのグラフである． 
 
 
 
図６ 各階 (集約型) 
 
 
 
図７ １階柱１・５ 
 
 
 
図８ １階柱１４・１８ 
 
 
1F 2F 
3F 4F 
(集約型) (集約型) 
(骨組型)節点２５ (骨組型)節点２９ 
(集約型) (集約型) 
(骨組型)節点４０ (骨組型)節点４４ 
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図９ １階壁２７３・２７４ 
 
 
 
 
図１０ ２階柱２３・２７ 
 
 
 
 
図１１ ２階柱３１・３３ 
 
 
図１２ ２階壁２９２・２９３ 
 
 
 
 
図１３ ３階柱４３・４７ 
 
 
 
 
図１４ ３階柱５４・５８ 
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図１５ ３階壁３０７・３０８ 
 
 
 
 
図１６ ４階壁６３・６７ 
 
 
 
 
図１７ ４階壁７４・７８ 
６． 検討・今後の展望 
（１）検討・考察 
a）観測 
本研究では集約型モデルと立体骨組モデルとの比較を
行った結果，固有周期の差が 0.017[sec]で少し短く，剛
性を比較すると層集約型モデルの方が立体骨組モデルよ
り低く，柔らかいことが分かった.層集約型モデルは柱，
耐震壁の剛性を D 値法で算出し低減していることが原
因だと思われる. 
b）モデル作成 
本研究では集約型モデルと立体骨組モデルとの比較を
行った結果，固有周期の差が 0.017[sec]で少し短く，剛
性を比較すると層集約型モデルの方が立体骨組モデルよ
り低く，柔らかいことが分かった.層集約型モデルは柱，
耐震壁の剛性を D 値法で算出し低減していることが原
因だと思われる. 
c）解析 
本研究では増分型 Runge-Kutta 法を導入し，動的応答解
析を行った．集約型による結果を見ると，一番大きく変
形していた 1 階部分でさえも，水平力の半分ほどを負担
している耐震壁が弾性域内に収まっていることが前章の
層間変位-剪断力のグラフからわかる．また柱も塑性域に
入ることなくひび割れ剛性域内で収束していることがわ
かる．本論文には記載していないが，補修後に増設され
た耐震壁を除いて解析を行った場合，崩壊の値を出して
いる階層や部材が見受けられ，層間変形角も 1/200 を上
回っている箇所もあったため，耐震補強は必要であった
と言える．しかし，一方骨組型の場合，2 階を除きほぼ
すべての階層の柱の節点部分がトリリニア第 3 勾配にま
で達している．骨組モデル・集約型モデル共に精度の検
討が必要である． 
（２）今後の展望 
a）観測 
観測に関しては，良好な結果を得られた．今後は観測
とモデル作成，両方の視点から得られる剛性補正係数の
算定方法の摸索を展望とする． 
b）モデル作成 
本研究の集約型モデルと骨組モデルは耐震壁による側
面柱の剛性低下を表現できていないので，今後はその方
法を組み込む必要がある．また集約型モデルの剛性を骨
組モデルとの剛性比をどう 1.00 に近づけていくかが今
後の展望のひとつである．現段階では，剛性比を保有係
数として各部材に掛け合わせて精度を上げる手法が可能
だが，今後は簡易モデルを改良して各部材の剛性算出法
の模索をすること，これを今後の展望としたい． 
c）解析 
本研究において，骨組モデルによる動的弾塑性解析を行
うことができた．しかし前年度行った南海トラフ模擬地
震動による解析はプログラムの関係上今回は行っていな
い．また，対象とする解析物を絞り動的弾塑性解析をし
(集約型) (集約型) 
(骨組型)節点１１６ (骨組型)節点１１２ 
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(骨組型)節点７３ 
(骨組型)節点９７ 
(骨組型)節点７７ 
(骨組型)節点１０１ 
(集約型) (集約型) 
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たので骨組解析の精度に関して不安が残っている．以上
のことを踏まえると，模擬地震動による解析と骨組モデ
ルの精度を検証することを今後の展望としたい． 
（３）要約 
経年などによる剛性補正係数算出方法の模索 
耐震壁側面柱の剛性低下算出法の模索 
模擬地震動による解析 
骨組モデルの精度向上 
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